
令和 ８ 年度事業計画 

基 本 方 針 

当財団は、我が国における唯一の木材と木造建築を結ぶ総合的な機関として、

建築における木材利用技術と木造住宅等生産技術を開発、普及するとともに、木

材及び木造住宅等の品質性能の向上に関する事業によって一般消費者に安全性、

居住性及び信頼性に優れた木材及び木造住宅等の供給を図り、もって国民生活の

向上に寄与することを使命として事業を実施し、所期の目的の達成を図っていく

考えである。 

また、これらの事業の実施に当たっては、公益法人として果たすべき役割を認

識し、関係法令に基づき、適切な事業運営に努める考えである。 

事 業 計 画 

１．企画調査事業 

木材利用及び木造住宅等の生産技術、木材及び木造住宅等の標準化、品質性

能向上に関する企画調査事業として、令和８年度においては、次のような事業

を実施する。 

（１）ＩＳＯ/ＴＣ１６５（木質構造）国内審議会業務

木質構造規格・規準の国際標準化と、国際標準化機構（ＩＳＯ）の木質構

造関係技術委員会（ＴＣ１６５）に対する日本の意見を反映させるために設

置した「ＩＳＯ/ＴＣ１６５（木質構造）国内審議会」の運営と、木質構造に

関するＩＳＯ規格案の検討と投票、国際会議への委員の派遣を行う。 

（２）ホルムアルデヒド放散量調査

住宅の内装に用いるプリント合板等のホルムアルデヒド放散量を試験によ



 

 

り測定し、法定の基準値を製造段階でも上回ることの無いよう、品質管理が

適正に行われていることを確認する調査事業を行う。 

 

（３）ＣＬＴ建築物の実証事業 

ＣＬＴを活用した建築物の設計・建設等の実証事業を行い、その成果等を

広く普及する事業を行う。 

 

（４）ＣＬＴ普及促進事業 

ＣＬＴを一般的な建築材料として普及を推進させるため、ＣＬＴを用いた

建築物の設計施工マニュアル等の改訂案の作成、普及のための事業を行う。 

 

（５）中大規模木造建築推進のための企画調査事業 

今後の木材利用の一層の推進を図るため、中大規模木造建築物に関する新た

な構造設計の手引きの作成及び高耐力壁や接合金物等の部材開発の検討を行う。 

 

（６）中大規模木造建築物の普及促進のための企画調査事業 

中大規模木造建築物の普及促進を図るため、建築主や設計者、施工技術者向

けの普及参考資料等の作成、中大規模木造建築のデータベースやポータルサイ

トの整備、運営を行う。 

 

（７）木造建築物の構造安全性向上のための企画調査事業 

木造建築物の耐震性や耐風性の向上を図り、改正建築基準法に係る構造基準

に対応した木造軸組構法建築物の設計、施工に反映すべき各種留意点の明確化、

手引書、設計支援ツール等を用いた普及促進のための事業を行う。 

 

（８）建築物等における木材利用の促進のための企画調査事業 

木造建築物等の耐久性の向上、維持保全・維持管理情報等の提供や国産木

材活用促進のための事業を行い、その成果等を広く普及する事業を行う。 

 

２．試験、研究及び技術開発事業 

木材利用及び木造住宅等の生産技術、木材及び木造住宅等の標準化、品質性

能向上に関する試験、研究及び技術開発を実施する。令和８年度においては、

次のような事業を実施する。 

 

（１）建材試験事業 

木材・木造住宅等に関する技術開発を支援するとともに、建築材料や工法



 

 

の性能値を提供し、消費者の購入・利用する住宅等の性能の向上等を図るた

め、木造住宅等に用いられる材料及び工法の諸性能に関する試験を実施し、

性能値を提供する。 

具体的には、構造性能、防耐火性能等に関する試験を行い、その結果に基

づく試験成績書の交付あるいは試験結果に基づく第三者評価を行うとともに、

今後の木材利用の展開が見込める中大規模木造建築物向けの高倍率耐力壁試

験や性能の高い耐火建築物・準耐火建築物向けの防耐火試験のほか、新たな

木質材料であるＣＬＴに関する各種接合金物等の試験について積極的に取り

組む。 

 

（２）研究・技術開発事業 

木材・木造住宅等に関する生産技術や、標準化、品質性能の向上に資する

研究・技術開発事業を実施する。令和８年度においては、建材の技術開発を

進める上で必要な材料特性に関する研究等を進めるほか、中大規模木造建築

物に係る部材開発支援を行うとともに、ＣＬＴパネル工法に用いる接合金物

の充実の検討等を行う。 

 

３．技術基準の作成・指導事業 

技術基準の作成・指導事業として、令和８年度においては、木造住宅等の構

造設計、防耐火設計等を支援し、安全な木造住宅等の供給に寄与するため、

「演習で学ぶ 入門 木造の許容応力度計算ワークブック」、「木造軸組工法中

大規模建築物の許容応力度設計」、「木造住宅のための住宅性能表示」、「図

解 木造建築物の防・耐火設計の手引き」、「木質系混構造建築物の構造設計

の手引き」等の改訂案の作成を行う。 

 

４．評価・審査・登録事業 

安全で信頼性の高い木造住宅等の供給と木造住宅等に係る消費者の適切な選

択に寄与するため、木造住宅・建築物、住宅部材等の構造性能、防耐火性能等

を評価・審査・登録する事業を実施する。 

 

（１）建築基準法に基づく性能評価事業 

建築基準法に基づく国土交通大臣の「指定性能評価機関」として、「壁・

防火設備等の防耐火性能」、「建築材料の品質性能」、「ホルムアルデヒド

発散建築材料の性能」、「木造軸組構法耐力壁とその倍率の性能」、「枠組

壁工法耐力壁とその倍率の性能」について性能評価業務を実施する。 

 



 

 

（２）特別評価方法認定の試験事業 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（以下「品確法」という。）に基づ

く国土交通大臣の「登録試験機関」として、品確法の評価方法基準に示され

ていない特別な評価方法認定に係る建築材料若しくは構造方法等の審査を行

う。 

 

（３）クリーンウッド法に基づく木材関連事業者の登録事業 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律に基づく「登録実施機

関」として、同法に基づく木材関連事業者の登録実施事務を行う。 

 

５．認定・認証事業 

安全で信頼性の高い木造住宅等の供給と木造住宅等に係る消費者の適切な選

択に寄与するため、木造住宅、木材等の住宅部材等の品質・性能等を認定・認

証する事業として、次のような事業を実施する。 

 

（１）型式適合認定・型式部材等製造者認証事業 

建築基準法に基づく国土交通大臣の「指定認定機関」として、木造住宅に

関し、同法に基づく型式適合認定及び同認定を受けた型式部材等の製造者認

証を行う。 

 

（２）住宅型式性能認定・型式住宅部分等製造者認証事業 

品確法に基づく国土交通大臣の「登録住宅型式性能認定等機関」として、

木造住宅に関し、同法に基づく住宅型式性能認定及び同認定を受けた住宅部

分等の製造者認証を行う。 

 

（３）木造建築合理化システム認定事業 

良質な木造建築を安定した工期によって生産・供給することができる、合

理化された工法、生産システムの認定を行う。 

 

（４）木造建築物用接合金物認定事業 

木造建築物の仕口、継手に使用する接合金物について、規格を制定し、構

造安全性や耐久性等の品質・性能及び生産・供給体制の認定を行う。 

木造軸組構法住宅のためのＺマーク金物に関し、中大規模木造建築物向け

の高耐力の接合金物について、積極的に規格の拡充、認定に取り組む。 

ＣＬＴパネル工法のためのχ（クロス）マーク金物等の接合金物について、

積極的に規格の拡充、認定に取り組む。 



 

 

 

（５）優良木質建材等認証事業 

適切に防腐・防蟻処理された耐久性の高い木質建材等、品質・性能が優良

な木質建材についての認証を行う。 

 

（６）針葉樹製材用含水率計性能認定事業 

針葉樹製材の木材中の水分量を測定する含水率計の性能認定を行う。 

 

（７）木造建築供給支援システム認定事業 

木造建築に係る設計、施工、メンテナンス等の先進的なノウハウを中小工

務店等に供給し、その利用を支援するシステムの認定を行う。 

 

（８）木造建築新工法性能認証事業 

新たに技術関発された木造建築の工法及び部材等の構造性能、省エネ性能

及び耐久性能についての認証を行う。 

 

（９）木造建築物電算プログラム認定事業 

木造建築物の壁量計算、許容応力度計算、その他の構造解析等の構造計算

及び木造住宅等の省エネルギー計算を行うための電算プログラムの認定を行

う。 

 

(10) 環境配慮型建築材料登録事業 

環境に配慮した建築材料についての登録事業を行う。 

 

６．知識及び技術の啓発普及事業 

木材及び木造住宅等に関する知識及び技術の啓発普及を図るため、オンライ

ン講習会を導入しつつ、講習会、講演会及び技術解説書等の作成等の事業を実

施する。 

 

（１）研修(講習)事業 

令和８年度においては、次の講習会を実施するほか、木造建築、木材利用

に関する技術研修を、ニーズを把握した上で実施する。 

 

１）入門 木造の許容応力度計算講習会 

改正建築基準法の構造基準に対応した「入門 木造の許容応力度設計ワー

クブック」を用いて、木造の許容応力度計算の入門者向けに、基本的な事項



 

 

についてわかりやすく解説し、理解を深めるための講習会を行う。 

 

２）演習で実践的に学ぶ木造軸組工法住宅の許容応力度設計セミナー 

改正建築基準法の構造基準に対応した「木造軸組工法住宅の許容応力度設

計」を用いて、木造住宅の許容応力度設計に関する演習等を通して実践的に

学ぶ講習会を行う。 

 

３）木造住宅のための性能表示セミナー 

改正建築基準法及び改正建築物省エネ法に対応した「木造住宅のための住

宅性能表示」を用いて、住宅性能表示制度について解説し、木造住宅の性能

表示について理解を深め、知識を習得するための講習会を行う。 

 

４）新壁量基準による木構造の構造設計セミナー 

改正建築基準法の構造基準に対応した「木造軸組構法住宅の構造計画」を

用いて、新壁量基準による木構造の構造設計についての理論と方法を分かり

やすく解説し、理解を深めるための講習会を行う。 

 

５）新壁量基準による木造軸組工法住宅の横架材及び基礎のスパン表セミナー 

改正建築基準法の構造基準に対応した「木造軸組工法住宅の横架材及び基

礎のスパン表」を用いて、新壁量基準による住宅性能表示制度の耐震等級３

の木造軸組工法住宅に係る構造設計演習を通して実践的に学ぶ講習会を行う。 

 

６）木造建築物における木材の屋外利用セミナー 

建築物への適切な木材利用を推進していくため、主に意匠設計者を対象と

して、特に耐久性確保の面で外見上重要な建築物の外装部等の屋外における

木材利用に関する設計施工や維持管理を行ううえで重要な知見を習得するた

めの講習会を行う。 

 

７）「木でつくる中大規模建築の設計入門」講習会（共催） 

主に意匠設計者を対象とし、改正建築基準法の防耐火基準及び構造基準に

対応して、中大規模木造建築の設計プロセスと手法等の解説をとおして、建

築主に木造を提案する設計方法の習得を目的とした講習会を行う。 

 

８）「木造軸組工法 中大規模建築物の許容応力度設計」講習会 

主に構造設計者を対象とし、改正建築基準法の構造基準に対応して、中大

規模木造建築の構造設計を行う際に留意すべきポイント等の解説をとおして、



 

 

中大規模木造建築の構造設計方法の理解を深めることを目的とした講習会を

行う。 

 

９）「木造軸組工法 中大規模建築物の構造設計演習」講習会（共催） 

「木造軸組工法 中大規模建築物の許容応力度設計」講習会の受講者を対

象に、構造計算演習を実施し、今後各地域における中核的な構造設計者とし

て、木造に関する相談対応や講習会で講師を務めることができるような人材

の育成を目的とした講習会を行う。 

 

１０）「図解 木造建築物の防・耐火設計の手引き」講習会 

「図解 木造建築物の防・耐火設計の手引き」を用いて、改正建築基準法

の防耐火基準に対応した木材利用の促進のための防耐火基準の合理化の内容

を含め、図解により防耐火設計手法を解説する講習会を行う。 

 

１１）中大規模木造低層建築物の耐久性向上のための設計・施工講習会 

中大規模木造低層建築物の耐久性向上のための設計・施工・維持管理が適

切に行われるよう、中大規模木造低層建築物の耐久性調査より得られた情報

や長く使うための多くの知見を基に、中大規模木造低層建築物ゆえに特に留

意しなければならない事項や対策を紹介、解説するセミナーを行う。 

 

（２）講演会事業 

木材・木造住宅等生産に従事する関係者を対象として、木材の利用及び木

造住宅等の生産に関する最新の技術情報等に係る講演会を実施する。 

 

（３）技術解説書等の作成事業 

木材の利用及び木造住宅等の生産に係る技術開発等の事業成果等をもとに、

木材の利用推進及び安全・安心な木造住宅の設計等に関する技術解説書等を

作成し、木材の利用及び木造住宅等に係わる関係者等に対して、木材及び木

造住宅等に関する知識及び技術の啓発普及を目的として、技術解説書等の作

成を行う。 

 

７．情報提供事業 

木材の利用及び木造住宅等に関する開発技術等の情報を社会一般の利用に広

く提供し、知識及び技術の普及を図るために、これらに関する情報を収集し、

提供する事業を実施する。 

 



（１）機関誌「住宅と木材」の発行

木材及び木造住宅等に関する知識及び技術の啓発普及を目的として、木材

及び木造住宅等に関する技術開発等の情報等を収集し、機関誌「住宅と木

材」を発行して情報提供を行う。 

（２）ホームページによる情報提供

当財団のホームページを通じ、各種の技術情報等の提供を行う。

８．展示事業 

我が国の建築文化に広く重用されている銘木類で、当財団が保有する希少性

の高いコレクションを、広く一般に公開して木材に対する関心と認識を高め、

木材の持つ価値を啓発普及するとともに、学術研究の発展に役立てることを目

的として、展示を行う。展示する銘木館は、当財団敷地内における常設の展示

施設で、４２０点余の木材（銘木）を管理し、広く一般に無料で公開する。 

さらに展示の一層の充実を図るため、説明資料の改善や展示品目の追加等の

取組を行う。 

９．その他 

令和９年度には当財団の設立５０周年を迎えることから、設立５０周年記念

の準備を行う。 

さらに、当財団の公益事業の着実な推進を図るため、試験機材等の計画的な

整備・更新を行うとともに、新規職員の募集、採用のほか、事務の電子化等の

IT 化への対応を進める。 


